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r7物価_2_2 r7物価_2_2

-                  
令和７年度既配分額

国のR7予備費分（推奨事業ミドャヺ分）

交付限度額⑤
-                                        13,312                 

25,205           2,865                                  13,312                 

5,089             22,340                                 

-                  -                                        

54,055                                 

-                  
今回配分予定額

国のR7予備費分（推奨事業ミドャヺ分）

交付限度額⑤

54,055           79,260                                 

3,401             3,267                                  

-                  1,822                                  事業数 6 基金事業数 0 R6補正_推奨 -              

-                                        最終事業NO 9 R6補正_低 79,260       

-                  
配分予定額計

国のR7予備費分（推奨事業ミドャヺ分）

交付限度額⑤
4,155                                  

前回から記載内容に

変更があった事業数 6 R7予備_推奨 -              

79,260           
小計　配分予定額計

（R7予備費分）

　（うち"交付対象経費の

みの変更"を除いた変更

事業数）
6

8,490             9,244                                  　（うち給付金事業数） 1

-                  -                                        

87,750           -                                        

-                                        

-                  -                                        -                        

-                  88,504                                 -                        

配分予定額計 総務省 101,816               

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４

交付対象経費

国のR6補正予算分

（交付限度額①）

（推奨事業メニュー

分）

国のR6補正予算分

（交付限度額②）

（令和６年度低所得世

帯支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分

（交付限度額③）

（令和６年度低所得世

帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分

（交付限度額④）

（給付支援サービス

分）

国のR7予備費分

（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー

分）

その他

（一般財源や補助

対象外経費等）

合計  121,911  101,062  -  79,260  8,490  -  13,312 20,849 

令和6年度住民税均等割非課

税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）

＋不足額給付
（令和６年度低所得世帯支援

枠等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○

ヹ令和6年度水巻町物価高

騰対応重点支援地方創生

臨時交付金事業（物価高騰

対策給付金）

ヹ令和6年度水巻町物価高

騰対応重点支援地方創生

臨時交付金事業（物価高騰

対策給付金こども加算分）

ヹ定額減税補足給付金（不

足額給付）

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  87,750  87,750  -  79,260  8,490  -  -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R6,R7の累計給付金額

令和６年度住民税均等割非課税世帯　4,063世帯¶30千円、子ど

も加算　606人¶20千円、、定額減税を補足する給付（うち不足額

給付）の対象者　4,738人　(88,750千円）　　のうちR7計画分

事務費　8,490千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業

務委託料　人件費　その他　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（4,063世帯）、定額減税を補

足する給付（うち不足額給付）の対象者数（4,738人）

－ ○ － R7.2 R8.3
対象世帯に対して令和7年8月までに支

給を開始する
ベヺマヘヺザ、広報誌

対象分野に関連し

ない R6補正（地）

（ヅザソラ庁）

給付支援コヺパシ

（R6補正）

2  -  -

令和６年度低所得世帯支援枠

等関連の給付費

（家計急変への横出し等ヹR6補

正）

3  -  -

事務費

（上乗せヹ横出し）
4  -  -

5 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
水巻町保育所等給食支援

費補助事業
米国関税措置 ○

②ウニラ

ガヺヹ食料品

価格等の物価

高騰に伴う子

育て世帯支援

 12,233  6,799  6,799  5,434

①

食材費等が高騰する中、給食費の引上げを行うことなく給食を提

供している保育所等に対して、補助を行うもの。これまでの給食と

比較しても、栄養ノョヱシを落とさずに、充分な量の給食を保つこ

とを目的とする。（県補助の上乗せ）

※対象に教職員は含まれていない。

②ヹ③

対象施設：保育所

⇒（主食+副食）1,700人¶補助単価 1,300円＝2,210,000円

　 (副食）1,100人¶補助単価 780円＝858,000円

対象施設：認定こども園ヹ小規模保育事業所

⇒（主食+副食）6,000人¶補助単価 1,300円＝7,800,000円

対象施設：第二保育所

⇒（主食+副食）570人¶補助単価 1,300円＝741,000円

　 (副食）800人¶補助単価 780円＝624,000円

合計　12,233,000円

※町からの支出は県補助額の5,434,000円を除いた6,799,000円

④町内にある保育所ヹ認定こども園ヹ小規模保育事業所　合計9

施設

－ － － R7.9 R8.3 対象となる施設への給付率100% ベヺマヘヺザ、広報誌
対象分野に関連し

ない
R7補正（地）

6 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
水巻町こども食堂物価高騰

支援費補助事業
米国関税措置 ○

②ウニラ

ガヺヹ食料品

価格等の物価

高騰に伴う子

育て世帯支援

 720  720  720  -

①

町内で活動し、子どもの居場所になっているこども食堂の運営団

体に対する支援を行うもの。物価高騰による食材費及び光熱水

費の負担等を考慮し、運営費の補助を行うことで、物価高騰の影

響を受けているこども食堂の利用者への支援につなげていく。

②ヹ③

1回あたり最大2万円¶12か月¶2団体＝480,000円

　　　　　　〃　　　　　¶  6か月¶2団体＝240,000円

合計　720,000円

※一部、年度途中から立ち上げるこども食堂が存在するため、6

か月の計算になっている。

④町内で活動するこども食堂の運営団体　4団体

－ － － R7.9 R8.3 対象となる施設への給付率100% ベヺマヘヺザ、広報誌
対象分野に関連し

ない
R7補正（地）

7 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○

水巻町社会福祉施設等物

価高騰対策支援金給付事

業（障がい分）

米国関税措置 ○

⑤医療ヹ介護ヹ

保育施設、学

校施設、公衆

浴場等に対す

る物価高騰対

策支援

 29  29  29  -

①

令和6年度に県では「社会福祉施設等物価高騰対策支援金」とし

て、介護保険コヺパシ事業所ヹ施設等への支援を行っている。

（財源は物価交付金を活用。）県の当該支援金において、給付対

象外となった施設に対して、物価高騰への支援として支援金を給

付するものである。なお、町予算の関係上、障がい分と介護分に

分けて計上している。

②ヹ③

指定特定相談支援事業所分⇒29,000円

※各施設の定員等から算出。

④町内にある県の支援金の対象外となった「地域密着型コヺパ

シ事業所」、「居宅介護事業所」及び「指定特定相談支援事業所」

合計12事業所

－ － － R7.9 R8.3 対象となる施設への給付率100% ベヺマヘヺザ、広報誌
対象分野に関連し

ない R7補正（地）

8 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○

水巻町社会福祉施設等物

価高騰対策支援金給付事

業（介護分）

米国関税措置 ○

⑤医療ヹ介護ヹ

保育施設、学

校施設、公衆

浴場等に対す

る物価高騰対

策支援

 1,179  1,179  1,179  -

①

令和6年度に県では「社会福祉施設等物価高騰対策支援金」とし

て、介護保険コヺパシ事業所ヹ施設等への支援を行っている。

（財源は物価交付金を活用。）県の当該支援金において、給付対

象外となった施設に対して、物価高騰への支援として支援金を給

付するものである。なお、町予算の関係上、障がい分と介護分に

分けて計上している。

②ヹ③

地域密着型コヺパシ事業所分⇒1,122,000円

居宅介護支援事業所分⇒57,000円

※各施設の定員等から算出。

合計　1,179,000円

④町内にある県の支援金の対象外となった「地域密着型コヺパ

シ事業所」、「居宅介護事業所」及び「指定特定相談支援事業所」

合計12事業所

－ － － R7.9 R8.3 対象となる施設への給付率100% ベヺマヘヺザ、広報誌
対象分野に関連し

ない
R7補正（地）

9 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
フリポ゠マ付商品券発行事

業（令和7年度）
米国関税措置 ○

③消費下支え

等を通じた生

活者支援
 20,000  4,585  4,585  15,415

①

長期化する物価高騰の影響を受ける町内事業者ヹ生活者を支援

するため、令和7年度もフリポ゠マ付き商品券事業を実施する。フ

リポ゠マ率は20％。また、今回も発行総額のうち、9,600万円分電

子商品券（ケシムシぺい）として発行を予定しており、地域における

カメチサャリシ決済をさらに推進する事業となっている。

②ヹ③

　2億円（販売額）+フリポ゠マ率20％　4,000万円

　＝2億4,000万円（発行総額）

　※フリポ゠マ分のうち町負担10％　2,000万円に対し、

　　推奨事業ミドャヺ分として4,585千円を充当。

　※一般財源を15,415千円充当。

④水巻町商工会

－ － － R7.4 R8.3 フリポ゠マ分の換金率95％ ベヺマヘヺザ、広報誌
対象分野に関連し

ない
R7当初（地）

10  -  -

11  -  -

12  -  -

13  -  -

14  -  -

15  -  -

16  -  -

17  -  -

18  -  -

19  -  -

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経

費に臨時

交付金を

充当して

いない

枠

企画課担当部局課名 -                                                

40382

【40_福岡県】

40382_福岡県水巻町

国のR6補正予算分（推奨事業ミドャヺ分）　交付限度額①

にかかる交付対象経費

093-201-4321

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ

ニュー
⑨を選択した場合、より効果が

あると考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との

関係 総事業費

エネル

ギー・食料

品価格等の

物価高騰の

影響を受け

た生活者等

に対して事

業の効果が

直接及ぶ

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費

木下　颯太

都道府県区分

地方公共団体名（ケヺデ有り）

電話番号

ミヺラ゠デリシ ウョヺ（交付対象

経費<既配分額）

※第2回提出にお

いては、低所得世

帯支援枠等分の

給付費分について

「交付対象経費<

既配分額」となる

場合も受付可とし

ます。

ウョヺ（交

付限度額<

既配分額）

ウョヺ（自治

体名記載不

備）

ウョヺ（担当

者ヹ連絡先

記載不備）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②　（令和●年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額②

国のR7予備費分（推奨事業ミドャヺ分）

交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分）

小計　交付限度額（R7予備費分）

国のR6補正分（推奨事業ミドャヺ分）

交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②　（令和７年８月調査での追加

分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②　（今回追加分）

実施状況の公表等について（HP,広報紙

など）

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費

※事務連絡は該当団体のみに通知 -                                                

ウョヺ（交

付限度額記

載不備）

ウョヺ（既

配分額記載

不備）

13,312                 
今回配分予定額

国のR6補正予算分（推奨事業ミドャヺ分）

交付限度額①

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費

小計　交付限度額④

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③　（令和●年●月通知分）

国のR6補正分（給付支援コヺパシ分）

交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

国のR6補正分（給付支援コヺパシ分）

交付限度額④　（今回追加分）

小計　交付限度額（R6経済対策分）

13,312                 

小計　配分予定額計

（R6経済対策分）

備考1

(重点支援地方

交付金の追加を

踏まえた各省庁

の通知の発出状

況に定義されて

いる対象分野)

小計　交付限度額③

13,312                 

ウョヺ（効

果直接選択

漏れ）

備考2
ウョヺ（臨時名称

選択漏れ）

ウョヺ（枠

選択漏れ）

自治体利用

欄
自治体での予算区分

自治体利用

欄

ウョヺ（予

算年度選択

漏れ）

備考3

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③　（令和７年８月調査での追加

分）

※該当団体のみ

（単位：千円）

79,260                                         

kikaku@town.mizumaki.lg.jp

令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）

事務費　交付限度額③
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援コヺパシ分）

交付限度額④

今回配分予定額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）

給付費　交付限度額②今回配分予定額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）

事務費　交付限度額③
今回配分予定額

国のR6補正予算分（給付支援コヺパシ分）

交付限度額④

-                        
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業ミドャヺ分）

交付限度額①

担当者氏名

交付限度額計

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額

※事務連絡は該当団体のみに通知

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

国のR6補正予算分（給付支援コヺパシ分）　交付限度額④

にかかる交付対象経費

国のR7予備費分（推奨事業ミドャヺ分）　交付限度額⑤

にかかる交付対象経費 13,312                                         

配分予定額計

国のR6補正予算分（推奨事業ミドャヺ分）

交付限度額①

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額

計

※事務連絡は該当団体のみに通知

配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）

事務費　交付限度額③
配分予定額計

国のR6補正予算分（給付支援コヺパシ分）

交付限度額④

Ｂ

都道府県ヹ市町村ケヺデ（５桁）

令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）

給付費　交付限度額②

配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）

給付費　交付限度額②

国

の

予

算

年

度

Ｃ

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

　
【

Ｒ

６

経

済

対

策

等

】
差

押

禁

止

法

の

対

象

範

囲
　
※

事

務

連

絡

参

照

8,490                                           

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

基金
事業

始期

事業

終期

成果目標（可能な限り定量的指標

を設定）

特定事業者

等支援

-                                                

個人を対象

とした給付

金等

Ｎｏ

臨時の措置で

あることが分

かる事業名称

としている

移替先                                       101,062

国のR6補正分（給付支援コヺパシ分）

交付限度額④　（令和７年７月通知分）


